
備北圏域の医療機器の共同利用計画の確認について 

 

R2.10.29 備北地域医療構想調整会議 

 

１ 外来医療計画による医療機器（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ、マンモグラフィ、放射線治療）の

効率的な活用 

(1) 協議の場の設置 

○ 「医療機器の効率的な活用に係る協議の場」として圏域の地域医療構想調整会議を

活用 

○ 医療提供施設や設備、器械及び器具の効率的な活用に関する事項等を協議し結果を

公表 

(2) 医療機関等に対する情報提供 

○ 県ホームページ等で、医療提供施設や対象医療機器等の情報や共同利用の方針等を

公表 

○ 新規購入希望者に対して、医療機器の設置の届出様式を入手の機会等に情報提供 

○ 対象医療機器の保守点検の状況等の情報提供を求める仕組みも検討 

(3) 備北圏域における医療機器の共同利用方針 

○ 対象医療機器【放射線治療を除く】及びＲＩ検査装置の共同利用に努力 

○ 医療機関が新たに対象医療機器を設置又は更新する場合は、当該医療機器に係る共

同利用計画書を作成し、地域医療構想調整会議において確認 

○ 共同利用を行わない場合は、その理由を地域医療構想調整会議において確認（必要

に応じ、当該協議の場への出席を要請） 

※ 医療機器の共同利用の有無や共同利用計画の内容、地域医療構想調整会議での確認

の有無やその結果により、医療機器の購入・更新が妨げられることはない。 

 

２ 備北圏域における運用方法 

(1) 共同利用計画書等の確認 

○ 対象医療機器の共同利用計画書の確認又は共同利用を行わない理由の確認は、備北

地域医療構想調整会議において行う。 

○ ただし、共同利用計画の内容が共同利用に合意するものである場合は、病院・有床

診療所部会において確認を行うことができるものとする。 

(2) 県ホームページ等での情報提供 

○ 備北圏域の医療機器の共同利用計画書の提出に係る県ホームページ等での情報提供

は、備北地域医療構想調整会議等による(1)の確認後に行う。 

○ ただし、共同利用計画の内容が共同利用の連携先の追加を可能としている場合は、

(1)の確認の前に行うことができるものとする。 
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